
【双葉町】避難指示継続中
Ｒ２年３月４日に一部避難指示解除
Ｒ４年８月３０日に復興拠点解除

【大熊町】避難指示継続中
H３１年４月１０日に一部避難指示解除
Ｒ４年６月３０日に復興拠点解除。

【富岡町】避難指示継続中
H２９年４月１日に一部避難指示解除
Ｒ５年４月１日復興拠点解除

●被災１２市町村の避難指示解除等の状況（伊達市を除く。）

（令和５年３月末現在）

【浪江町】避難指示継続中
H２９年３月３１日に一部避難指示解除
Ｒ５年３月３１日に復興拠点解除

【川俣町】
H２９年３月３１日に避難指示解除

対策が進まない理由
○ 避難指示解除の長期化
○ 帰還率の低調

「１０年は長すぎた」「子供のことを思うと帰還そのものが不安」等
令和４年度住民意向調査（例：双葉町） 戻りたいと考えている 14.3％【田村市】

H２６年４月１日に避難指示解除

【広野町】
H２３年９月３０日に避難指示解除

【楢葉町】
H２７年９月５日に避難指示解除

【川内村】
H２８年６月１４日に避難指示解除

【葛尾村】避難指示継続中
H２８年６月１２日に一部避難指示解除
令和４年６月１２日、復興拠点解除

福島原発避難区域における地デジ受信環境整備事業（デジサポ福島事業）

事業年度 のべ件数（世帯数）

平成２７年度 ２６１（１４１）

平成２８年度 １４３（９８）

平成２９年度 １７７（１３９）

平成３０年度 １５９（１３１）

令和元年度 １５７（１２０）

令和２年度 ２３９（２０４）

令和３年度 １３４（１２０）

○事業実施数（総数）の推移

※令和４年度事業は繰越実施中、令和５年２月末現在で４３件。

○支援メニュー
・ 相談業務・周知広報
・ 受信機器購入等対策事業
・ 新たな難視対策事業
・ 暫定的難視聴対策事業
・ 辺地共聴施設改修整備事業費

※難視世帯数は、
平成27年4月1日時点
で1040世帯、
令和５年3月31日時点
で４２７世帯。

福島原発避難区域における地上デジタルテレビ放送の受信環境を整備するため、福島原発避難区域テレビ受信者支援
センター（デジサポ福島）を設置し、支援対策事業を平成２７年度から実施。
令和4年度から復興拠点への住民帰還が始まっているが、帰還率が低く、帰還困難区域内の多くが対策途上。

川内村

川内村

【南相馬市】避難指示継続中
H２８年７月１２日にほぼ避難指示解除

【飯舘村】避難指示継続中
H２９年３月３１日に一部避難指示解除
Ｒ５年５月に復興拠点等解除



原子力災害被災地域におけるICTインフラの復旧・整備支援

ＩＣＴインフラの復旧支援
（情報通信基盤災害復旧事業）

帰還困難区域

特定復興再生拠点区域

特定復興再生拠点区域の解除（予定）時期

 原子力災害被災地域（福島12市町村※１）については、特定復興再生拠点区域※２の解除時期を
見据え、住民帰還等に対応したICTインフラの整備・復旧を支援。
※１：田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村
※２：将来にわたって居住を制限するとされてきた帰還困難区域内に、避難指示を解除し、居住を可能とする区域（※１の下線がある町村）。

 令和4年度においては、自治体からの解除時期を見据えた要望を踏まえ、これまで復旧事業の対象
として運用していなかったＮＨＫ受信共聴施設の復旧事業等※を実施予定。

 引き続き、福島12市町村の要望を把握し、関係者と情報の共有・連携を図りながら必要な支
援を実施。

※：浪江町のNHK受信共聴施設・光ファイバの復旧、南相馬市のエリア放送内難視対策環境整備

テレビ受信
共聴施設

役場

病院

局舎

学校

公民館

震災により
流出

震災により
分断

避難指示解除地区

老朽化及び
メンテナンス
不備により
損傷

＜令和４年 解除＞
・葛尾村 令和４年６月１２日解除
・大熊町 令和４年６月３０日解除
・双葉町 令和４年８月３０日解除

＜令和５年 解除＞
・浪江町 令和５年３月３１日解除
・富岡町 令和５年４月 １日解除
・飯舘村 令和５年５月 １日予定

▲葛尾村 避難指示が解除され解放されるゲート



災害時における通信事業者間等の連携強化

・連絡窓口（ホットライン）

・リエゾン派遣情報

・各社の被害状況、

・停電状況、要望等

・連携フロー

連絡窓口（ホットライン） ・連絡窓口（ホットライン）

・リエゾン派遣情報

・各社の被害状況、

・停電状況、要望等

・連携フロー（随時改善）

ＮＴＴ東日本、亘理町、

ＮＴＴドコモ

ＮＴＴ東日本、亘理町

携帯電話事業者４社、

宮城県、当局

ＮＴＴ東日本、自治体※

携帯電話事業者４社、当局

東北電力、自衛隊 等

検討開始時（R3.8) 現 在 今 後

①災害時の通信を確保
する上で共有すべき
情報及び連携方法の
確認・整理

②事業者主催の防災訓練
（参加者）

※要望等を踏まえ必要に応じて連携

【連携する事項】

通信事業者間相互から必要に
応じて、電力会社等の関係機関
に 枠組みを順次拡大

地域電気通信事業者（ＮＴＴ東、TOHKnet)

携帯電話事業者４社、当局

対
応
確
認
・取
組

内
容
改
善

防災訓練

等を踏まえ

随時改善

情報共有主体

 令和３年８月の青森県下北地区の大雨による通信障害への対応や通信事業者主体の防災訓練
等を通じて、災害時に関係者間で連携する事項について共有が進んでいる。

 令和４年３月１６日に発生した福島県沖地震では、福島県災害対策本部において、通信事業者の
ほか、東北電力と当局のリエゾン間で、通信・電力インフラの被害情報の共有を行った。

 「災害時における通信サービスの確保に関する東北地方連絡会部会」（令和４年３月２５日）では、東北電
力に参画いただき、通信事業者との間で災害時の電源確保に向けた取組を共有している。

 令和４年７月・８月の大雨においても、リエゾン派遣情報、複数事業者が関わる被害状況（基地局
伝送路遮断による停波）を共有し、迅速な復旧対応に努めたところ。



防災・減災への取組（令和4年度実績）

 開催日時：令和４年５月２９日（日）８：３０～１２：００
開催場所：宮城県大崎市古川
主催：流域の１４市町村、宮城県、国土交通省東北地方整備局
主な実施内容：水防演習の防災展にて機器の展示と説明

• 移動通信機器、可搬型電源設備、臨時災害放送局設備
※NICTレジリエントICT研究センターの研究成果（映像IoT等）及び

MRCのMCA無線機の展示説明を同一ブース内で実施

北上川下流等総合水防演習への参加

（可搬型電源の説明模様）（演習参加者への説明模様）

宮城県総合防災訓練への参加

 開催日時：令和４年６月１０日（水）９：００～１６：００

開催場所：宮城県庁舎、各地方振興事務所、市町村庁舎、消
防本部（局）庁舎、防災関係機関等

主な実施内容：リエゾン派遣
• 発災時における初動対応、災害対策本部事務局の設置・運

営、災害対策本部会議・地方支部（地域部）支部会議の開
催、広域・圏域防災拠点の設置・運営

（訓練会場の模様） （情報収集の模様）

 開催日時：令和４年９月４日（日）１０：００～１１：３０
開催場所：山形県東根市（陸上自衛隊神町駐屯地が会場）
主な実施内容：訓練会場にて機器の展示と説明

• 移動通信機器、移動電源車
※NPO法人日本地域放送支援機構が臨時災害放送局用機器の

展示説明を同一ブース内で実施

山形県総合防災訓練への参加

（訓練参加者への説明模様）（訓練会場の模様）

岩手県総合防災訓練への参加

 開催日時：令和４年１０月２９日（土）８：３０～１２：００
開催場所：岩手県大船渡市、陸前高田市、住田町
主な実施内容：大船渡市の訓練会場にて機器の展示と説明

• 移動通信機器、可搬型発電機
※NICTレジリエントICT研究センターの研究成果（映像IoT等）の

展示説明を同一ブース内で実施

（展示の模様） （訓練統監（達増知事）の視察模様）



大雨等における災害対応（令和4年度実績）
令和４年７月から、線状降水帯がもたらした大雨等により、宮城県、山形県及び青森県で災害が発生。
各県に災害対策本部が設置されたことを受け、当局においても災害対策本部を設置し、各県に対して

リエゾンを派遣し、情報収集活動等を実施。

○被害の概要

宮城県を中心にした７月１５日夜からの
記録的な大雨で、県管理の２河川計３カ所
で決壊が発生。これにより松島町、加美町
等９市町で一部損壊や床上浸水等（１，６６
０棟）が発生。

○当局災対本部設置
・令和４年７月１６日（土） １８：００

○リエゾン派遣
・令和４年７月１６日（土）～１７日（日）
・２名（総括調整官、振興課長）

○通信関係の被害
・携帯電話
ドコモ １局 停波

○放送関係の被害
無し

○被害の概要

８月３日からの大雨により、最上川等の
河川の氾濫、土砂崩れが発生。
国道113号、121号線の崩落、ＪＲ米坂線

の鉄橋崩落、長井市等１３市町村で床上浸
水等（１，６２０棟）が発生

○当局災対本部設置
・令和４年８月４日（木） ８：００

○リエゾン派遣
・令和４年８月４日（木）～５日（金）
・２名 （総括調整官、連携課長）

○通信関係の被害
・固定電話
ＮＴＴ東（１４回線）、ＮＴＴコム（４１回線）
東北北インテリジェント通信の回線が
断線

・携帯電話
ドコモ １０局停波
ＫＤＤＩ ６局停波
ＳＢ １０局停波
楽天 ３局停波

○放送関係の被害
無し

○被害の概要

８月９日から大雨により、線状降水帯が
発生し、岩木川等の河川の氾濫、土砂崩
れが発生。
国道101号線等の道路の崩落、五所川原

市等１４市町村床上浸水等（６８４棟）が発
生。

○当局災対本部設置
・令和４年８月１０日（水） ９：００

○リエゾン派遣
・令和４年８月１０日（水）～１２日（金）
・２名（広報室長、環境課長）

○通信関係の被害
・固定電話
ＮＴＴ東の回線断線（２７０回線）

・携帯電話
ドコモ 無し
ＫＤＤＩ ２局停波
ＳＢ １５局停波
楽天 無し

○放送関係の被害
ミニサテ１局（深浦町） 停波
原因：電力線切断

７月１５日からの大雨（宮城県） ８月３日からの大雨（山形県） ８月９日からの大雨（青森県）



放送ネットワークの強靱化、耐災害性の強化

国民生活に密着した情報提供手段である放送により、被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な
情報を確実に提供するため、停電対策、予備設備、難聴対策の中継局の整備を行う地方公共団体や民間放送事業者等
に対し、その整備費用の一部を補助する。

② 民放ラジオ難聴解消支援事業（令和５年度予算額 3.2 億円）

① 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事業（令和５年度予算額 1.0 億円）

大規模な自然災害が発生した際に、放送局等が被災し、放送の継続が不可能となる事態を回避し、被災情報や避難情報等の重要な情報を確実に提供
するため、地上基幹放送等の放送局等の停電対策や予備設備の整備を行う地方公共団体、民間テレビ・ラジオ放送事業者等に対して、その整備費用の
一部補助を行う。

事業主体：地方公共団体※、民間放送事業者 等

補助対象：①停電対策、②予備設備の整備

補助率： 地方公共団体等 1/2、
地上基幹放送事業者等 1/3

（受信障害対策中継局 1/2、
条件不利地域かつ財政力指数0.5以下の
市町村 2/3）

※複数の地方公共団体の連携主体を含む。

ラジオは災害時に「ファースト･インフォーマー」（第一情報提供者）の役割
を担うが、地形的・地理的要因、外国波混信のほか、電子機器の普及や建物
の堅牢化等により難聴が増加しており、その解消が課題。
難聴解消のための中継局整備を行うラジオ放送事業者等に対し、その整

備費用の一部補助を行う。

事業主体：民間ラジオ放送事業者、地方公共団体 等

補助対象：難聴対策としての中継局整備

補助率： 地理的・地形的難聴、外国波混信 2/3
都市型難聴 1/2



「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業

事業イメージ

○ 事業主体

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

○ 補助対象地域
以下の①～③のいずれも満たす地域
①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村
②条件不利地域
③財政力指数が0.5以下の市町村その他特に必要と認める地域

○ 補助率

⑴市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：1/2

⑵第三セクター（承継事業者） ：1/3

○ 補助対象経費（下図の赤字部分）

光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等

※光化と同時に行う辺地共聴施設（同軸ケーブル）のケーブルテレビ

エリア化に必要な伝送路設備等を含む。

光ノード

タップオフ
ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

光ケーブル
同軸ケーブル

 「新たな日常」の定着・加速に向けて、新型コロナウィルス対策と災害対策を同時に進めることが必要。災害時に

は、新型コロナウィルスへの感染拡大の防止のため、在宅避難・分散避難が求められる中、在宅でも災害情報を

確実に得られるよう、地域の情報通信基盤であるケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化が必要。

 災害時に放送により信頼できる災害情報が確実に提供されるよう、条件不利地域等に該当する地域におけるケー

ブルテレビネットワークの光化等に要する費用の一部を補助する。

令和５年度予算 9.0億円

（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの業務

提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

光化と同時に行う辺地共聴
施設（同軸ケーブル）の
ケーブルテレビエリア化



放送ネットワーク整備支援事業

【地域ケーブルテレビネットワーク整備事業】

 災害時の情報伝達手段を確保する観点から、ケーブルテレビネットワーク等について以下の支援を行う。

・ネットワークの切断が想定される箇所等の２ルート化（複線化）等

・条件不利地域における「２ルート化と同時に行う」老朽化した既存幹線の更新

・監視制御機能の強化等

について、要する費用の一部を補助する。

○ 補助対象

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

※これらの者から施設の譲渡を受ける等により、

ケーブルテレビの業務提供に係る役割を継続して

果たす者（承継事業者）を含む。

○ 補助率

⑴市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：1/2

⑵第三セクター（承継事業者） ：1/3

○ 補助対象経費

局舎施設、送受信装置、伝送路設備、無線設備 等

タップオフ

アンプ

加入者宅・公民館
CATV局舎

(送出装置・ヘッドエンド)

遠隔監視制御機能を整備

2ルート化

既
存
幹
線

自主放送・地上波再放送

PS
光ノード

PS

無線化

老朽化した既存幹線の更新
（条件不利地域に限る）

令和５年度予算：0.7億円

※光ノード…光信号からRF信号への変換装置、アンプ…信号の中継増幅器
PS…給電装置、タップオフ…信号の取り出し口

事業イメージ
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